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やった！ 

大阪地裁で大飯原発許可取消しの 

画期的な判決 

全国の原発の耐震性見直しを求めよう 
 

◆大阪地裁にて大飯３・４号炉の設置許可取消しの画期的な判決 

12 月 4 日大阪地裁の国相手の行政訴訟において、大飯原発の基準

地震動は過小評価であるとし、国に対し設置許可を取り消せとの判決が

下りました。原発訴訟はこの間、電力会社相手の民事訴訟でいくつか運

転差止の判決が出ていますが、国に設置変更許可取消しを命ずる判決は

初めてのことです。原告、支援者、弁護団のみなさんが 8 年半の長期に

亘り粘り強く闘ってこられた

成果です。私たちも応援して

きました。原子力規制委員会

は直ちに大飯３・４号の設置

許可を取り消すべきです。ま

た、この判決は全国的な意義

を持ちます。全国の原発の耐

震性見直しを求めていきまし

ょう。 

（続きは 7 ページへ） 
 

原発の広域避難計画について 

院内集会＆政府交渉 
換気をめぐり新型コロナ感染症対策と放射線防護の 

矛盾が明らかに 

      

◆オンラインで全国各地から参加…思いもかけず「全国集会」に 

12 月 1 日に参議院議員会館で開催された原発の避難計画問題の院内

集会＆政府交渉は、避難における感染症対策と屋内退避問題の二つが

大きなテーマとなりました。来場者 30 名に対し、オンライン参加者

が 50 人と、オンラインが主体の集会でしたが、宮城、新潟、茨城、

千葉、東京、関西、福井、佐賀、鹿児島と全

国各地から、この問題に取り組む人たちが参

加し、結果的に全国集会となりました。FoE 

Japan の若い技術スタッフの尽力でオンライ

ンでの交渉もスムーズに行われました。 
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フクロウ通信 フクロウの会 

（福島老朽原発を考える会） 

第 38号 

2020年 12月 24日 

ni 日 

フクロウの会（福島老朽原発を考える会）のブログ…http://fukurou.txt-nifty.com/fukurou/ 

●フクロウの会は放射能汚染や事故の心配が

なく、放射性廃棄物を生み出さない社会、す

なわち原発のない社会をめざして首都圏で活

動を続けてきた団体です。 

●残念ながら福島で重大な事故が起きてしま

いましたが、事故による人々の被ばくが少し

でも少なく抑えられるよう事故直後から情報

提供、放射能測定プロジェクト、国や自治体

への働きかけなどの活動を行ってきました。 

●そんなフクロウの会の様々な活動を支える

ための会員・サポーター・資金カンパ募集中

です。ご協力いただけますと幸いです。 

【カンパ送り先】 

●ゆうちょ銀行からの振替 

・口座記号番号 

00130-9-655439 

・口座名称（漢字） 

福島老朽原発を考える会 

・口座名称（カナ） 

フクシマロウキュウゲンパツヲカンガエル

カイ 

●他の金融機関からの振込 

・銀行名＝ ゆうちょ銀行 

・金融機関コード ９９００ 

・店番 ０１９ 

・預金種目 当座 

・店名 〇一九 店（ゼロイチキユウ店） 

・口座番号 ０６５５４３９ 

フクロウの会 

（福島老朽原発を考える会） 
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◆避難計画の問題を通じて再稼働を止めようと意気のあがる集会に 

交渉を通じて、感染症対策により避難所の数を倍増しなければならないが現実には無理であること、感染

症対策と放射線防護は両立しないこと、屋内退避では内部被ばくを防ぐことはできず、屋内退避は安全だと

の宣伝には嘘があることなどが明らかになりました。課題を共有し、全国各地で、避難問題を通じて原発の

再稼働を止めようと意気のあがる集会でした。 

 

◆福井県によるガイドラインでは避難スペースが倍増 

原子力災害が発生したときの避難所での感染症対策について、内閣府（原子力防災担当）は 6 月の文書で

「避難所・避難車両等における分離、人と人との距離の確保等の感染対策を実施する」としていました。5

月には、内閣府及び消防庁から、原子力に限らない一般防災における避難所の運営について、人と人との距

離を 1～2ｍ以上開けるように求める文書が出ていましたが、原子力災害についても基本、同じ対応をとる方

針が示されたのです。これを受けて 8 月には内閣府福井県エリア担当と福井県の連名による避難のガイドラ

インが策定され、1 人 4 ㎡を確保しさらに 2ｍの通路を設けることが示されました。従来の計画では 1 人 2

㎡が基本でしたからスペースは倍以上に広がることになります。 

 

◆内閣府は「避難所の数も倍程度になる」「全国的にそうだ」と回答 

福井県ではこのガイドラインに即して訓練が行われ、30 人の

移動にバス４台（濃厚接触者用１台、感染疑い者用１台、それ

以外２台）が使われ、400 人収容の体育館に 30 人がめいっぱい

使うといった状況でした。交渉には同ガイドの作成にあたった

内閣府の福井県担当者が参加しました。担当者は、避難所のス

ペースは従来の二倍程度が必要となり、避難所の数も倍程度必

要となる、これは福井県だけでなく全国的にそうだと明確に述

べました。（右図は福井県のガイドラインより） 

しかし福井県も含めて、避難所の追加確保は進んでいませ

ん。また、美浜原発周辺からの避難先として大飯原発の立地地

域を指定したり、追加の避難所として他の市町からの避難所を

重複させたりする動きもあり、これに対し地元のみなさんから

批判の声があがりました。 

 

◆避難所のスペースを広げるつもりのない茨城県に指導を要請 

茨城県は、感染症対策は検討中としながらも、94 万人の避難先をこれ以上増やすことはできないとし、現

状の 1 人 2 ㎡を拡大する予定はありません。これに対し、避難先の千葉県東葛地域は、各市が自然災害等に

備えて持つ避難計画について、避難所のスペースを 1 人 4～8 ㎡に拡大するつもりでいます。東海第二原発

の事故では、その同じ避難所に、茨城県からの避難者が 1 人 2 ㎡で入ることになります。もしそこがクラス

ターとなれば、それは避難者、受入れ先の双方にとって不幸な事態です。絶対に避けなければなりません。

茨城、千葉双方の参加者から、すぐに指導するよう求めました。地元でも問題にしていきましょう。 
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◆感染症対策の「換気」は放射能防護と矛盾…バスの換気は誰が判断するのか 

内閣府は 11 月に公表した文書において、バスや施設の換気について、「放射性物質による被ばくを避け

る観点から換気を行わないことを基本」としながら、「30 分に１回程度、数分間窓を全開にする等の換気を

行う」と矛盾した対応を求めています。もし換気の最中にプルームが来たらどうするのでしょうか。内閣府

は、事故の発生状況からプルームについて本部が把握してバスに連絡するか、バスで線量計を持っている人

が判断すると回答しました。しかし、そもそも本部にプルームを把握することはできないし、各バスに連絡

するなど不可能です。また、線量計のないバスはどうするのでしょうか。福島原発事故の経験からしても、

そのような対応は不可能だとの声が出ました。 

 

◆屋内退避では内部被ばくは避けられない 

屋内退避による内部被ばくの低減について、「陽圧化」装置という特別な換気装置を付けない場合は３割

程度しか効果がないとの内閣府の報告をめぐってもやり取りをしました。内閣府は、今の報告はあくまで暫

定のもの、本格報告を待つ、沈着効果などが考慮されれば放射能の低減効果が上がる可能性がある、などと

回答しました。 

 

◆屋内退避さえすれば安全だとするパンフレットは回収すべき 

市民側は、気密性が低い家屋では低減効果がさらに下がる可能性もある、現段階で屋内退避の効果につい

てこれまでの前提がくずれたのだから指針の改定を含めて抜本的な見直しを図るべき、また、内閣府の報告

に添付されているパンフレットについて、陽圧化装置がなくても家に居さえすれば安全だとの誤解を生むも

のになっており、回収すべきだと述べました。 

 

◆連携して再稼働を止めよう 

オンラインの利点を最大限に活かすことにより、課題の共有が図られました。東日本では女川原発、柏崎

刈羽原発、東海第二原発で再稼働に向けた地元同意が問題になっています。西日本では、高浜原発・美浜原

発で 40 年超えの老朽原発の再稼働が問題になっています。大飯原発の許可取消判決も追い風にして、連携

して再稼働を止めていきましょう。 

 

 

 
 

 

FoE Japan FFTV  
 

 
通信に載っているこの話、もっと詳しく聞いてみたい！学習会を開催したい！ 

そんな時お気軽にお問い合わせください 
 

学習会テキストとしてもご利用いただけるパンフレットなどもあります♪ 
 

TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com 

 

FFTVで 

検索してね！ 
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放射能ごみ焼却中止をもとめて 山場を迎える大崎住民訴訟 
 

12 月 2 日、仙台地裁において大崎住民訴訟の第 10 回口頭弁論期日が行われました。事前の弁護団との打

ち合わせで、争点になっている焼却炉からのセシウムの漏れについて、原告が提案する煙突内での排ガス調

査について裁判所が具体的な提案をしそうだというので、弁護団への事前レクチャを兼ねて急きょ傍聴に行

ってきました。 

この裁判は宮城県大崎市の市内 3 か所で行われている汚染牧草や汚染稲わらなどの一斉焼却の中止を求め

て大崎市住民が提訴したものです。焼却対象は 400～8000Bq/kg の農林業系汚染廃棄物、3590 トンあまり

で焼却開始から 7 年間にもわたり燃やされ続けます。焼却炉周辺の住民にとっては排ガス中のセシウム粉じ

んが定常的に拡散する可能性や、バグフィルタの不良、故障などで濃度の高い排ガスの排出の危険性もあ

り、安全な環境で生活することの平穏生活権が侵されるとして焼却中止を求めて大崎市を被告として提訴し

たものです。ちくりん舎では、2018 年秋から始まった試験焼却時にリネン吸着法でセシウム漏れを監視する

など、裁判を支援してきました。リネン吸着法の結果では市内 3 か所の焼却炉から定常的なセシウム粉じん

の漏れを示唆する結果が得られ、原告らの主張の重要な証拠として提出しています。リネン吸着法だけでな

く、これまでの被告との論争の中でちくりん舎もその知見を活かして原告弁護団の支援をしています。 

 

「不検出」だからセシウムを排出していない？ 

法廷では予想通り裁判長が「どのような検証をするか決まらず裁判は前に進んでいない。被告は敷地内リ

ネンを主張しているが原告が同意しないことは明らか。公定法の時間を延ばすのはどうか？」と発言しまし

た。環境省の定めた公定法1に基づき不検出だから安全と主張してきた被告らの立場に対して、裁判所として

一歩踏み込んだ姿勢です。ここまで至ったのには理由があります。 

従来から被告は、環境省が定める公定法で排ガスを測定し不検出であるから放射性セシウムは排出してい

ないかのような主張をしてきたのです。それに対して、原告弁護団は不検出というのはゼロを意味しないこ

と、検出下限値以下であることを示すに過ぎないこと、検出下限値は排出されるガスの量や濃度に応じて測

定時間を延長するなどの方法で下げることができることを法廷で丁寧に説明してきました。微量のセシウム

を測定することを目的とするならば、検査対象の排ガスの収集時間と量を増やせば検出下限値は下げられ

る、逆に微量のセシウムを検出したくないのであれば排ガス収集時間を短くして排ガス収集量を下げれば不

検出となるということです。 

裁判所は被告らに対して「ゼロか否か」との説明を求めました。これ自体が画期的なことです。被告側は

「ゼロであることの証明はできない」との一般論を持ち出してはぐらかそうとしたのです。しかし原告団の

上記の説明により、裁判所も検出限界の意味をしっかり理解し、こんなはぐらかしが通用しないことが明ら

かになりました。 

 

リネンを煙突直下に設置するという姑息な提案をしてきた被告側 

 今回の裁判期日に向けて、被告側はリネン吸着法を焼却炉敷地内の煙突直下に設置することを提案して

きました。これは大変姑息な提案です。リネン吸着法で明らかになったのは煙突から排出されたセシウム粉

じんが風で流されて一定の距離の場所で地上のセシウム濃度が高くなることです。逆に煙突の直下や近傍で

 
1 環境省ガイドラインで定められた方法で、排ガスを一定時間ろ紙と純水を通して吸引し、ろ紙、純水に捕捉されたセシウムをゲルマニウム
半導体測定器で測る方法。基準が 30Bq/㎥と極めて緩いため、検出限界もそれに合わせて高くなっており、微量なセシウムは全て不検出とな

っている。 
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は地上の濃度は下がります。これはダイオキシ

ン対策などで環境省が採用しているプルームモ

デル、パフモデルという考え方です。原告側は

こうした考え方の根拠を示しつつリネン吸着法

結果を示したにもかかわらず、「『被告が住民

の不安に応えるべく必要な主張立証すべき立場

にある』との裁判所からの指摘に対して、真摯

に受け止め」（被告側準備書面（１６））など

として煙突直下でのリネン設置を提案したわけ

です。原告側は被告側のこうした提案を「姑息

で詐欺的」な提案として文書で提出し反論しま

した。 

 

公定法の時間延長を含め三案を提案 

 裁判長が発言した公定法で時間を延長する案はどうかという点に対して、原告側は三案を提案しまし

た。①公定法で時間を延長して検出限界を下げる、②リネンを煙突内に設置してリネンに吸着したセシウム

をゲルマニウム半導体測定器で測る、③コールドトラップ法2の 3 つです。原告としてはそれぞれ一長一短の

ある方法を合わせることで漏れを立証する作戦です。法廷での宇部弁護士の説明が愉快なものでした。「３

人寄れば文殊の知恵というではないですか、そこに座っている裁判官も３人いることからわかるようにより

適切な認定ができる」というのです。これには傍聴席からもどよめきが起こりました。 

 原告弁護団は 3 つの方法を実施することを前提として、現行の確認方法の拡張である公定法の時間延長

を先行して実施することは受け入れると発言しました。裁判所はリネン吸着法、コールドトラップ法は被告

側が安全性に問題があるとしており、慎重に判断しなければならない。両者を実施すると約束はできない、

と応じました。 

 

公定法の時間延長をかたくなに拒否する被告弁護団 

 公定法の時間延長というのは、上記にも述べましたが、公定法は 4 時間の排ガス吸引、16 分程度のゲル

マニウム半導体測定という方法です。これに対して原告側が概算で提案したのは 32～48 時間の吸引、48 時

間のゲルマニウム半導体測定とする方法です。 

 被告弁護団は施設管理や人員管理の問題がありそんなにはできない、４８時間やる業者はいない、また

時間を延長するということは公定法から逸脱するものだ、よって予算に計上されていないから実施できな

い、などと述べて公定法の時間延長をかたくなに拒む姿勢を示しました。これに対して原告側は、施設管理

や人員管理の問題とは具体的に何か、双方で人を出したりビデオ監視することも可能だと主張しました。 

 法廷での決定として、来年 2 月 24 日の進行協議の場で、双方の科学者も同席して 3 案の具体的方法

や、リネン吸着法、コールドトラップ法について危険だとする点について細かい協議を行うことになりまし

た。 

 

 
2 原告の一人である南部正光氏が提案している方法で、排ガスを冷却して微小粒子を排ガス中の水分とともに凝縮させて捕捉する方法。技術
的難易度が高い。 

 
平成 24 年 9 月 6 日付新潟市廃棄物施設課資料より 

煙突直下では排ガスによる有害物質濃度は低い 
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裁判所は原告側の説明を理解して踏み込んだ判断をしている 

 一連の経緯を通じて、裁判所は原告側の説明をしっかり理解していることが明らかになりました。検出

限界値というのは測定の目的に応じて操作することができるという点です。大量に排ガスを吸引して精度の

よいゲルマニウム半導体測定器で長時間測定すれば、検出限界は下がるという点です。これを裁判所がしっ

かり理解した点は原告側弁護団の大きな成果です。被告側は「ゼロであることは証明できない」という言い

逃れから、煙突出口で 5 万倍に希釈されるから問題ない、と主張を変えざるを無くなりました（この 5 万倍

希釈というのも根拠が示されていません）。 

 この点だけでなく、被告である行政側に安全性に関する資料等が保管されており、安全だとする主張立

証責任は被告側にあるとの原告の主張について、裁判長は原告らが論拠として挙げた伊方原発稼働差止に関

する訴訟判決（最高裁平成 4 年 10 月 29 日判決）の趣旨が妥当であるとの踏み込んだ発言もありました。 

 

いくつかの課題を乗り越えて勝訴を目指そう 

 当面の大きな課題は、①公定法の時間延長の案について、セシウム漏れを確実に捕捉できる条件を提示

すること、②煙突内にリネンを設置して吸着させる方法が安全上全く問題ないことを技術的に説明するこ

と、③被告側ができない理由として挙げて来ると予想される点を予測してそれに的確に反論することです。 

 原告の戦略は少しでもセシウムが漏れていることが立証できれば、微小粒子を吸い込むことにより健康

リスクが生ずること、このような状況があれば原告の安全な環境で暮らすという平穏生活権が侵されている

との主張に繋がります。原告弁護団はこの展開の準備も既に進めています。 

 ちくりん舎としては、主に技術的な面から上記の 3 つの課題を検討することになります。これ自身が非

常に責任の重い課題ではあります。原告団や支援の会の皆さんとも上記課題を共有し共に考える中でこの課

題を解決してゆきたいと考えています。 

ちくりん舎副理事長/フクロウの会事務局長 青木一政 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告集会で説明する筆者 

 

 

 

報告集会の様子 
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大飯原発許可取消しの画期的な判決 つづき 
 

◆規制委は自ら定めた「ばらつき」の考慮を求める「審査ガイド」を無視してきた 

原子力規制委員会は、自ら策定した「審査ガイド」における「地震規模の『ばらつき』を考慮せよ」との

規定を無視し、適用を避けてきました。大飯原発で、基準地震動の基礎となる地震規模を決める入倉・三宅

式は、過去に起こった世界中の 53 個のデータの平均値です。実データはばらついていて平均値との間に乖

離があり、地震規模が平均値よりも大きい地震が発生する可能性があります。この事実に基づいて審査ガイ

ドは、「経験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮さ

れている必要がある」と規定しています。規制委は別の文書で「当該経験式の前提とされた観測データとの

間の乖離の度合いまでを踏まえる必要があることを意味している」との見解を出しています。これらを無視

していたのです。 

 

◆更田委員長「審査ガイドを勝手に解釈された」 

規制委更田委員長は「審査ガイド」に誤解があった、ばらつきは別に考慮されている、などと述べ、判決

を受け入れようとしません。12 月 9 日の記者会見では、規制委に作成義務があるのは上位にある「規則」で

あり「審査ガイド」は自分たちの審査のためにサービスでつくったものにすぎない、それを勝手に違う解釈

をされてしまった、などと判決を批判しました。しかし、「規則」には、抽象的に「地震による損傷を防止

する」などと書いてあるだけで、具体的な記載がある「審査ガイド」なしには審査のやりようもなく、審査

の客観性も保つことができません。それを、内輪向けのサービスとしてつくったものだからけちをつける

な、とはどういうことでしょうか。 

 

◆「ばらつき」と「不確かさ」は区別して同時に考慮すべきもの 

裁判においても国は、解釈が違う、「ばらつき」は「不確かさ」の考慮により既に考慮されているなどと

主張していました。「不確かさ」の考慮は、計算過程の後段にでてくる数値を 1.5 倍するなどして基準地震

動を大きくする措置です。これに対して裁判所側は、「ばらつき」の扱いを検討した議事録など、根拠を示

すよう求めました。しかし国側は何も示すことができずに負けたのです。 

判決は、「審査ガイドにおいて…不確かさ…の考慮をもって…ばらつきの考慮に代えることができること

をうかがわせる定めは見当たらない」としたうえで、「ばらつき」と「不確かさ」は「相当異質」であり、

区別し、同時に考慮すべきとの考えを明確に示しました。そのうえで、「原子力規制委員会は、経験式が有

するばらつきを考慮した場合、これに基づき算出された地震モーメントの値に何らかの上乗せをする必要が

あるか否か等について何ら検討することなく、本件申請が…基準規則に適合し、審査ガイドを踏まえている

とした。このような原子力規制委員会の調査審議及び判断の過程には、看過し難い過誤、欠落がある」と断

じたのです。 

 

◆裁判所は「ばらつき」を考慮した評価を要求したが 

裁判長は今年 1 月に、被告に対してこの乖離の度合いとして、少なくとも標準偏差を考慮しても、基準規

則が規定する「地震による損傷の防止」が成り立つことを示すよう指示しました。大飯原発の場合、現行で

は「不確かさ」を考慮した 856 ガルが最大加速度です。それにさらに「ばらつき」の標準偏差を考慮すれば

1,150 ガルとなります。それでも上記基準規則の成立を示すことが事実上求められたのです。 
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ところが被告は、標準偏差は考慮したものの、「不確か

さ」考慮をとり払い、現行より低い 812 ガルにしかならない

と主張しました。これでは裁判長が基準規則適合性を求めた

意味がなくなってしまいます。判決はこれをはっきりと退け

ました。（右図は福井新聞より） 

 

◆老朽原発の再稼働を中止すべき 

関西電力に関しては老朽美浜３号炉の耐震性も大きな問題

になります。敷地のほぼ直下にある断層が現行でも 993 ガル

をもたらしますが、「ばらつき」の標準偏差を考慮すると 

1,330 ガルになります。 

茨城県東海村の東海第二原発も 40 年超えの老朽炉です。

内陸地殻内地震の想定で、問題の入倉・三宅式が使われており、これによる地震動が最大 903 ガルで基準地

震動の一つとなっています。やはり「ばらつき」を考慮すると基準地震動を確実に超えることになります。

老朽化に伴う諸問題を抱えながら、このような危険性が放置されてよいはずはありません。 

柏崎刈羽原発も、長岡平野西縁断層帯による地震動評価において、入倉・三宅式やそれに類する経験式が

「ばらつき」の考慮なしに使われ、それが基準地震動の一部に取り入れられています。再稼働を中止し、耐

震性の見直しを行うべきです。 

 

◆すべての原発で地震規模の見直しと再稼働の中止を 

原子力規制委員会はこの判決を踏まえて、すべての原発及び原子力施設等について、地震規模（地震モー

メント及びマグニチュード）の見直しを行うべきです。規制委の姿勢を批判し、全国各地の原発で耐震性の

見直しと再稼働中止を要求する取組みを進めていきましょう。 

 

ごあいさつ 

 

年の瀬も迫ってまいりました。今年はコロナで始まりコロナで終わる年のようでしたね。 

コロナ禍は私たちの健康だけでなく暮らしをも直撃し、もともと抱えていた社会の中の 

格差や矛盾をいっそう浮き彫りにしたのではないでしょうか。どのような社会でありたい 

のか、あるべきか。来年も原発のない社会、ひとにぎりの人だけのためではない多くの人に 

とっての幸せな社会を目指して一緒に活動していきましょう。 

2021 年はすべての人にとって希望に満ちた年になりますように願っています。

 

会員・サポーターも募集中です会費 会員 1000 円/月  サポーター1000 円以上/年 

集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 
 

フクロウの会の趣旨にご賛同いただき、会員・サポーターになっていただける方は、フクロウカフェなどに 

お越しの際に申込書にご記入の上、会費を添えてフクロウの会事務局員にお渡しください。 

お問い合わせ・お申し込み先 TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com  


